
日弁連「最低賃金を引き上げよう！」チラシが公開！
日弁連が、「最低賃金を引き上げよう！」チラシを作成、公開しました。
ワーキングプアをなくし、誰もが人間らしい生活を送ることができるようにするために、最低賃金の大幅な引上げが必要です。

チラシは、こちらの日弁連ホームページから、ダウンロードできます。
http://www.nichibenren.or.jp/library/ja/publication/booklet/da
ta/chirashi_saiteichingin.pdf

https://saitamasogo.jp/archives/69215
http://www.nichibenren.or.jp/library/ja/publication/booklet/data/chirashi_saiteichingin.pdf
http://www.nichibenren.or.jp/library/ja/publication/booklet/data/chirashi_saiteichingin.pdf


http://saitamasogo.jp/wp-content/uploads/2017/01/2ba27a8151858435dc1b4325c7ed3e6a.png


埼玉労働弁護団【マンガ・ワークルールを学ぼう～ブラック企業
を倒せ】を公開しました
 
埼玉労働弁護団ホームページにて、【マンガ・ワークルールを学ぼう～ブラック企業を倒せ】が公開されました。

ぜひ、ご覧ください。

 

 

障害を理由とする差別を解消し、聴覚障害者の傍聴の権利を保障
するため、手話通訳の配置等を求める申入書
埼玉の生活保護基準引下げ違憲訴訟弁護団は、２０１７年１月１９日、２０１６年４月１日に施行された「障害者差別解消法」から相当期
間が経過することから、さいたま地方裁判所の事件係属部に、手話通訳者２名による手話通訳を、裁判所の手配・費用負担により実施され
ることなどを再度申し入れました。

　　　　　　　　　　　　　　　申　入　書

https://saitamasogo.jp/archives/69212
https://saitamasogo.jp/archives/69212
http://saitamarouben.com/
https://goo.gl/egwSOR
https://saitamasogo.jp/archives/69192
https://saitamasogo.jp/archives/69192


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１７年（平成２９年）１月１９日

さいたま地方裁判所第４民事部合議係　御中

　　　　　　　　原告ら訴訟代理人弁護士　　　中　　　山　　　福　　　二

　　　　　　　　同　　　　　　　　　　　　　猪　　　股　　　　　　　正

　　　　　　　　同　　　　　　　　　　　　　古　　　城　　　英　　　俊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外１５名

第１　申入れの趣旨
　　　従前、２０１５年（平成２７年）２月６日付け申入書及び２０１６年（平成２８年）３月３０日付け申入書において、同様の申入れ
をいたしましたが、２０１６年（平成２８年）４月１日から「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」が施行され、すでに相当
期間が経過していること等を踏まえ、障害に基づく差別を解消し、聴覚障害者の傍聴の権利を保障するため、本件訴訟の次回期日以降、手
話通訳者２名による手話通訳を、裁判所の手配・費用負担により実施されることを再度申し入れます。
　　　また、次回期日において、傍聴を希望される聴覚障害者が、「現に社会的障壁の除去を必要として」おり手話通訳者の配置を求める
旨の「意思の表明」（「裁判所における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」別紙留意事項第５項参照）を行う場合の具
体的な方法について配慮すべき事項がありましたら、ご教示ください。

第２　申入れの理由
１　はじめに
御庁のおかれては、本件訴訟において、これまで、手話通訳者２名の配置等を許可いただき、聴覚障害者の傍聴の権利の保障について、一
定のご配慮をいただいたことに感謝申し上げます。
２０１５年（平成２７年）２月６日付け申入書及び２０１６年（平成２８年）３月３０日付け申入書において、裁判所において２名の手話
通訳者を選任いただきたい旨申入れたところですが、２０１６年（平成２８年４月１日に、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律
（以下「障害者差別解消法」という。）が施行され相当期間が経過したこと等から、再度、あらためて、手話通訳を裁判所の費用負担によ
り実施されることを申し入れいたします。以下、理由を述べます。
２　前回の口頭弁論期日において発生した聴覚障害者の具体的不利益
　　　前回２０１６年（平成２８年）１０月１９日の第８回期日においても、聴覚障害者の方が本件訴訟の審理を傍聴された。
　　　期日に先立ち、原告支援団体において手話通訳者の手配に尽力したものの結局、廷内手話通訳者２名の配置ができなかった。
　　　その結果、期日当日、入廷された聴覚障害者の方が、裁判の内容を十分に理解できないという具体的な不利益を被るという事態が生
じた。
３　障害者差別解消法の施行
　⑴　障害者差別解消法制定の経緯
　　ア　障害者権利条約－合理的配慮の提供確保等
　　　　障害者権利条約が、２００６年（平成１８年）１２月１３日に国連総会において採択された。
　　　　障害者権利条約は、障害者の人権及び基本的自由の享有を確保すること並びに障害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的と
する（同条約１条）。



　　　　障害者権利条約は、「『障害に基づく差別』とは、障害に基づくあらゆる区別、排除又は制限であって、政治的、経済的、社会
的、文化的、市民的その他のあらゆる分野において、他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を認識し、享有し、又は行使
することを害し、又は妨げる目的又は効果を有するものをいう。」「障害に基づく差別には、あらゆる形態の差別（合理的配慮の否定を含
む。）を含む。」とし、「『合理的配慮』とは、障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を享有し、又は行使する
ことを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度
の負担を課さないもの」と定義している（同２条）。その上で、締約国の一般的義務として、「障害者に対する差別となる既存の法律、規
則、慣習及び慣行を修正し、又は廃止するための全ての適当な措置（立法を含む。）をとること。」や「公の当局及び機関がこの条約に従っ
て行動することを確保すること。」などを規定し（同４条）、「締約国は、平等を促進し、及び差別を撤廃することを目的として、合理的
配慮が提供されることを確保するための全ての適当な措置をとる。」（同５条３項）としている。
　また、手話については、「言語」であると定義され（同２条）、障害者の表現及び意見の自由並びに情報の利用の機関を確保するため、
公的な活動において、手話…を用いることを受け入れ、及び容易にすること」を締約国に求めている（同２１条）。
　日本は、２００７年（平成１９年）９月にこの条約に署名し、その後、障害者基本法の改正、障害者差別解消法の制定等、国内法の整備
等を進めた後、２０１４年（平成２６年）１月２０日、障害者権利条約を批准した。
　　イ　障害者基本法の改正
　　　　障害者権利条約の趣旨を踏まえ、２０１１年（平成２３年）、障害者基本法が改正され、社会的障壁について、「障害がある者に
とって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。」と定義され
（同法２条２号）、「何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない。」
とされ（同法４条１項）、「社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過重でないとき
は、それを怠ることによって前項の規定に違反することとならないよう、その実施について必要かつ合理的な配慮がされなければならない。
」ことが規定された（同条２項）。
　　　　また、手話については、「全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段についての選択の機
会が確保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡大が図られること。」が規定され（同法３条３項）、
情報の利用におけるバリアフリー化等のため、「国及び地方公共団体は、障害者が円滑に情報を取得し及び利用し、その意思を表示し、並
びに他人との意思疎通を図ることができるようにするため、…障害者の意思疎通を仲介する者の養成及び派遣等が図られるよう必要な施策
を講じなければならない。」（同法２２条１項）とされ、情報の取得・利用等におけるバリアフリー化のため、国等に対し、手話通訳者の
配置等が図られるよう必要な施策の実施を求めている。
　　ウ　障害者差別解消法の制定と施行
　　　　上記の障害者基本法の差別禁止の基本原則を具体化するものとして、障害者差別解消法が、２０１３年（平成２５年）６月に制定
され、２０１６年（平成２８年）４月１日から施行されている。
　⑵　障害者差別解消法の内容
　　ア　国等の義務－差別解消のための施策の策定・実施
　　　　障害者差別解消法は、「障害を理由とする差別の解消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることな
く、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを目的とする」（同法１条）。
　　　　「国及び地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、障害を理由とする差別の解消の推進に関して必要な施策を策定し、及びこ
れを実施しなければならない」（同法３条）とし、差別解消のための施策の策定・実施を、国等の義務としている。
　　イ　行政機関等の義務－合理的配慮の提供義務、対応要領の策定等
　　　　その上で、障害者に対する不当な差別的取扱い及び合理的配慮の不提供を差別と規定し、行政機関等及び事業者に対し、差別の解



消に向けた具体的取組を求め（同法５条、第３章）、障害者権利条約における合理的配慮の定義を踏まえ、行政機関等に対し、その事務又
は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が
加重でないときに、必要かつ合理的な配慮を行うことを求めている（同法７条２項、８条２項）。
特に、行政機関等においては、その公共性に鑑み、障害者差別の解消に率先して取り組む主体として、不当な差別的取扱いの禁止及び合理
的配慮の提供を法的義務とし（同法７条）、国等の職員による取組を確実なものとするため、対応要領を定めることとしている（同法９
条）。
　　ウ　合理的配慮としての手話によるコミュニケーション
　　　　同法６条１項に基づき政府が定めた「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針」（以下「基本方針」という。）は、
上記の合理的配慮及び加重な負担に関する基本的な考え方を示している。
基本方針は、「合理的配慮は、行政機関等…の目的・内容・機能に照らし、必要とされる範囲で本来の業務に付随するものに限られること、
障害者でない者との比較において同等の機会の提供を受けるためのものであること」に留意する必要があるとしている。また、基本方針は、
加重負担に関する考慮要素として「実現可能性の程度」「費用・負担の程度」などを挙げ、これらを考慮し、「代替措置の選択も含め、双
方の建設的対話による相互理解を通じて、必要かつ合理的な範囲で、柔軟に対応がなされるものである」としている。
その上で、合理的配慮の「現時点における一例として」、「手話などによるコミュニケーション」を挙げている。
なお、基本方針は、「障害者からの意思表明のみでなく、…介助者等、コミュニケーションを支援する者が本人を補佐して行う意思の表明
も含む。」とし、また、「加重な負担にあたると判断した場合には、障害者にその理由を説明するものとし、理解を得るよう努めることが
望ましい。」としている。
４　障害者差別解消法と裁判所－自律的に必要な措置を講じることが求められていること
　⑴　三権分立と裁判所の義務
　　　確かに、障害者差別解消法のうち、差別の解消に向けた具体的取組を求める第３章の規定は、裁判所を対象機関に含めていない。こ
れは、裁判所及び国会は、三権分立の観点から、それぞれ実態に即して自律的に必要な措置を講じることとすることが適当であるためであ
る。
　　　しかし、裁判所も、国の機関として、同法の一般的義務の対象から除外されるものではない（平成２５年６月　内閣府障害者施策担当
「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律Ｑ＆Ａ」参照）。
　　　したがって、裁判所においても、障害者権利条約、障害者基本法及び障害者差別解消法の趣旨を踏まえ、差別解消のための合理的配
慮を提供するため、自ら必要な具体的な措置を講じる必要がある。
　　　このような趣旨から、裁判所においても、「裁判所における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」（平成２８年３
月２３日最高裁判所裁判官会議議決・平成２８年４月１日実施。以下「裁判所対応要領」という。）を策定し、裁判所職員に対し、合理的
配慮の提供等を義務付け、義務違反や職務懈怠等について懲戒処分等に付されることがあるとして、厳格な対応を求めている。
　⑵　傍聴の権利の保障のため手話通訳の実施が不可欠であること等
　　　　傍聴の権利は、裁判の公正・透明性を確保するため、また、知る権利からも要請される極めて重要な憲法上の権利である（憲法
８２条１項、２１条）から、法定秩序維持や訴訟関係人の利益保護の必要性のために必要最低限かつ合理的な場合を除いて、制限されては
ならないものである。
　　　　また、聴覚障害者にとっては、適切な手話通訳を受けられて、初めて障害のない人と同等の情報に接することができ、進行してい
る裁判の意味を理解することができ、傍聴の権利が実効あるものとして保障されることになるから、聴覚障害者からの要請があったにもか
かわらず、法廷に手話通訳者を配置しないことは、障害を理由とする差別であって、聴覚障害者の傍聴の権利を侵害するものである。
　　　　手話通訳者配置について、その実現可能性、費用・負担の程度等に鑑み、その実施に伴う負担は加重であるとは言えないこと、上



記の裁判所対応要領においても、「合理的配慮に当たり得る意思疎通の配慮の具体例」として「手話…などのコミュニケーション手段を用
いる」こと、「合理的配慮に当たり得る柔軟な対応の具体例」として「…手話通訳者等がよく見えるように、スクリーン等に近い席を確保
する。」ことなどが定められていることから、裁判所においても、障害を理由とする差別を解消するための合理的配慮として、法廷傍聴の
ための手話通訳実施の措置を講じられるべきである。
　　　　なお、行政機関等については、すでに、埼玉県、さいたま市、大阪府、仙台市、北海道等、全国各地の議会において、議会傍聴の
ための手話通訳が自治体の費用負担で実施され、手話を日本語と同等の独自の言語と位置付ける「手話言語法」制定を求める意見書が
２０１６年（平成２８年）３月３日までに全ての地方議会（１７４１市町村議会及び４７都道府県議会）において採択され、長野県、群馬
県、神奈川県、鳥取県、沖縄県など全国各地の自治体において「手話言語条例」が成立し、埼玉県においても、２０１６年（平成２８年）
３月２５日に「埼玉県手話言語条例」が成立し、同年４月から施行されている。
５　結語
以上の理由により、２０１６年（平成２８年）４月１日から障害者差別解消法が施行されたこと等を踏まえ、障害に基づく差別を解消し、
聴覚障害者の傍聴の権利を保障するため、本件訴訟の次回期日以降、手話通訳者２名による手話通訳を裁判所の手配・費用負担により実施
されることを再度申し入れます。
また、次回期日において、傍聴を希望される聴覚障害者が、「現に社会的障壁の除去を必要として」おり手話通訳者の配置を求める旨の
「意思の表明」（裁判所対応要領第５項参照）を行う場合の具体的な方法について配慮すべき事項がありましたら、ご教示ください。
以　上

1/31「ギャンブル依存の問題」学習会のご案内（参加無料）
日時：２０１７年１月３１日（火曜日）１８時３０分～２０時ごろ
場所：さいたま共済会館　６階　６０２室
講師：認定ＮＰＯ法人　ワンデーポート　施設長　中村努　氏
浦和まはろ相談室　代表　精神保健福祉士　高澤和彦氏
主催：ヤミ金融被害対策埼玉弁護団   http://yamikin-saitama.bengodan.jp/

ＮＰＯ法人ワンデーポートは、１６年にわたり、横浜などを拠点として「過度のギャンブルに陥る」人々に対する支援に第一線で尽力され
てきましたが、昨今の「カジノ法案」の成立などの社会情勢の中で、「ギャンブル依存症」に関する個別的な救済・更生活動や社会的な啓
蒙活動は、日に日に重要性を増しています。今回の勉強会が「ギャンブル依存の問題」を考える機会になれば幸いです。
ワンデーポートについては、こちらをご参照ください。

https://saitamasogo.jp/archives/69187
http://yamikin-saitama.bengodan.jp/
http://www5f.biglobe.ne.jp/~onedayport/index.html


 

http://saitamasogo.jp/wp-content/uploads/2017/01/c7806b4b0ebbc86035f29dd5e8d3cdad.png


上尾市民のための図書館を
 
 
私たちは、２０１７年１月５日、上尾市民の方3名の代理人として、上尾市の島村譲市長を被告とする訴えを提起しました。
 
この訴えは、上尾市中央図書館の移転予定地として買収した土地の購入契約およびこの土地上の建物の移転補償契約は違法・無効なもので
あることから、市の執行機関である島村市長は、市長本人および取引の相手方である土地を所有していた企業に対して、これらの費用を上
尾市に支払うように請求せよ、という判決を求めるものです。
 
上尾市は、昨年９月、この移転予定地の所有者である企業との間で、この土地を約３９１２万円で購入する契約と土地上の建物の移転等に
対する補償費として約５５９９万円を企業に対して支払う契約を締結しました。
しかし、上尾市へ売却する３年前に企業がこの土地と建物を購入した時の額は、土地が２２４２万５０００円、建物が１５７万円５０００
円、合計２４００万円でした。
 
このように、企業がこれらの物件を購入した額からすれば、市がこの企業と交わした契約の額は不当に高額なものであることは明らかです。
また、企業の建物の購入代金からも明らかなように、この建物の利用価値が小さく、わざわざ移転してまで残す必要がないものでした。そ
れにもかかわらず、その移転のために市は高額な補償費を支払う契約を結んでいます。
さらに、この移転予定地は、現在の上尾市中央図書館よりも最寄りの駅からの距離が遠くなり、移転によって利用が不便になってしまうな
ど、この移転計画には、そもそも移転する必要があるのか疑われる事情が多々あります。
 
このように、上尾市が図書館の移転にあたって企業と取り交わした二つの契約は不合理なものであり、違法・無効なものです。そして、こ
のような上尾市の行為は、市民の方々が治めた税金を不当に支出する許しがたい行為です。
私たちは、上尾市の財政の健全化を図るために、原告の３名や原告の方々を支援する「上尾の図書館を考える会」の皆さんとともに闘って
いきます。
 
また、私事ですが、これが私の新人弁護士として訴訟提起第1号です。
弁護士として初めて訴状に名を連ねた事件として私の記憶に残る事件となると思いますが、上尾市民の皆さんと力を合わせて勝訴をつかん
でよい思い出となる第1号にするべく励んで参ります。
 
 
弁護士　鈴木　満
 

https://saitamasogo.jp/archives/69178


 
 

1/28 日弁連シンポ「バス事故はなぜ？繰り返される事故の
原因と対策を考える」市民集会のご案内
２０１６年１月１５日、長野県の軽井沢町の国道において、大学生等を乗せた大型スキーバスが、道路脇に転落し、乗員・乗客４１人中
１５人が亡くなるという悲惨な事故が発生してから、１年。
日弁連が、「バス事故はなぜ？繰り返される事故の原因と対策を考える」市民集会を開催します。参加無料、申込み不要です。
ゼミ生を亡くされた尾木直樹さんの報告、北海学園大学教授の川村雅則さんの講演、労働現場からの報告などが予定されています。

日時：２０１７年１月２８日（土）　午後１時３０分～午後４時３０分
場所：弁護士会館２階　講堂クレオＢＣ →会場地図
（千代田区霞が関１－１－３　地下鉄丸ノ内線・日比谷線・千代田線　「霞ヶ関駅」Ｂ１－ｂ出口直結）
参加費・受講料無料

内容（予定）
基調講演：川村雅則氏（北海学園大学教授）
「繰り返されるバス事故と、その背景を考える～交通労働の改善に向けて」
尾木直樹氏（法政大学教職課程センター長・教授）からの発言
宮原修平氏（ＮＨＫスペシャル「そしてバスは暴走した」担当記者）からの報告
労働現場からの報告
国土交通省担当官からの報告

主催：日本弁護士連合会
お問い合わせ先：日本弁護士連合会 人権部人権第一課　ＴＥＬ　０３－３５８０－９８５７

（最近の関連報道）
東京新聞　軽井沢のバス事故１年　犠牲の法大・西原さん母手記
西原さんのご遺族「悲惨な事故が二度と起きないようにするためにはどうしたらいいのか、世の中すべての人が考えてくれることを望みま
す。」
日本経済新聞　軽井沢バス事故 15日で１年　遺族「泣かぬ日ない」
信濃毎日新聞　被害学生　いまだ回復途上　軽井沢バス事故　尾木教授語る

https://saitamasogo.jp/archives/69138
https://saitamasogo.jp/archives/69138
http://www.tokyo-np.co.jp/article/national/list/201701/CK2017011302000131.html
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDG12H5C_S7A110C1CC1000/
http://www.shinmai.co.jp/news/nagano/20161220/KT161219FTI090013000.php


ＮＨＫ　スキーバス事故から１年　命取り留めた若者は…
尾木直樹さん「…みんなが幸せで、みんなの命の安全が守れるように動いているのか、もうちょっと視野を広く、深く突っ込んで、物事見
ていくふうになってもらえるといいなと思う。」
朝日新聞　娘の手帳、父の背中押した言葉　軽井沢バス事故１年
ＮＨＫ　軽井沢バス事故から１年 友人らが現場で献花し追悼

 

http://www9.nhk.or.jp/nw9/digest/2017/01/0112.html
http://www.asahi.com/articles/ASK1G5J36K1GUTIL01G.html
http://www3.nhk.or.jp/news/html/20170115/k10010839841000.html
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1/24学習会「拡大する住まいの貧困と住宅セーフティネット」
 
 
公正な税制を求める市民連絡会（共同代表：宇都宮健児弁護士ら）の第８回学習会が１月２４日に開催されます。テーマは「拡大する住ま
いの貧困と住宅セーフティネット」です。
 
 
  テーマ：拡大する住まいの貧困と住宅セーフティネット
  日　時：２０１７年１月２４日（火）１８：３０～２１時
  場　所：主婦会館プラザエフ３階　（ＪＲ四ッ谷駅徒歩１分）－アクセス－
  講　師：稲葉　剛（一般社団法人つくろい東京ファンド代表理事・立教大学大学院特任准教授）
 
 
「住居は暮らしの器」と言われるように、適切な居住こそが幸せを実現します。
ところが、社会全体が貧困で住居が確保できなければ、「住居が無く、生きていけない」状況に陥ることになります。高度経済成長を経て
豊かな社会を実現したはずでしたが、バブル経済崩壊後の四半世紀は日本社会では人々がいとも簡単に「住居が無く、生きていけない」状
況に陥ることを示しています。
 
本学習会では、居住の本質に立ち返り「居住福祉」の実態とわが国が居住福祉に充てられるべき財政のあり方を学習します。ぜひ、ふるっ
てご参加ください。
 
 
＊資料代５００円　事前申込不要
 
 
主　催：公正な税制を求める市民連絡会
事務局連絡先：弁護士　猪股正　さいたま市浦和区岸町7-12-1東和ビル4階　埼玉総合法律事務所  ℡048-862-0355
　fax048-866-0425
 
チラシのダウンロードは　→　こちら
 

https://saitamasogo.jp/archives/69128
http://plaza-f.or.jp/index2/access/
http://saitamasogo.jp/wp-content/uploads/2017/01/47f108573fcbe8dd3205e2b77840d05e.pdf
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年末年始　営業時間のご案内
 
当事務所は下記期間を年末年始休暇とさせていただきます。

ご不便をお掛けいたしますが、予めご了承下さいますよう宜しくお願い申し上げます。

  2016年12月29日(木)～2017年1月4日(水)

年内は2016年12月28日(水)は17時まで、
年明けは2017年1月5日（木）は9時より平常通り営業いたします。

 

 

生活苦でも差押え・明日ホットライン（埼玉新聞記事）
税金を滞納した自分が悪いと頭を下げながら、勇気を出して新聞でコメントしていただいたおふたりに感謝しています。
①　夫と２人暮らしの女性（いずれも６０代）。妻は体調を崩し働けず、収入は夫の手取２８万円の給与のみ。家賃だけで７万かかる。こ
の世帯に、月額２０万円の差押え承諾書を書かせようとする。
②　国保料を滞納し生活苦を訴える６８歳男性に対し「税金を滞納している奴は生活保護は受けられない。そんなことも知らないのか。」
と怒鳴り、絶望へと追い込む取立て

いずれも、人の命を奪いかねない、「非人道的な行為」であると言わざるを得ません。
拡大する貧困・格差、逆進的な社会保険料、人間の尊厳を軽んじる国や行政のあり方などに関わる社会の構造的な問題であり、自治体だけ
の問題ではありません。

＜税金・国保料　滞納・差押ホットライン＞
日時：１２月２０日（火）１０時～２０時
電話：フリーダイヤル　０１２０－０２２０５２(相談無料）

https://saitamasogo.jp/archives/69092
https://saitamasogo.jp/archives/69072


多くの方にお知らせください。
チラシ等は→　こちら

https://saitamasogo.jp/archives/69026
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12/20 税金・国保料　滞納・差押ホットラインのご案内
貧困と格差が拡大するもとで、税金や国民健康保険料を払えない人が増加し、自治体による取立てや差押えが強化される中で、自治体の行
き過ぎた取立行為が社会問題化しつつあります。
弁護士等が、税金等の滞納や差押え問題でお悩みの方の相談を無料でお受けします。

◆　実施日時　２０１６年１２月２０日（火）１０時～２０時
◆　電話番号　フリーダイヤル０１２０－０２２０５２(相談無料）
◆　主催　　　中央社会保障推進協議会
　　共催　　　生活保護問題対策全国会議
　　全国クレジット・サラ金被害者連絡協議会ほか

◆　こんな相談をお受けします。
　　「自治体の職員に脅された。」
　　「給与を差押えされて生活できない。」
　　「お前呼ばわりされ、到底払えるはずのない金額を払えと言われている。」
　　「生活保護費の中から支払うように言われた。」

https://saitamasogo.jp/archives/69026


http://saitamasogo.jp/wp-content/uploads/2016/12/b98afc505181b8705a9d4d37480a8a6e.png

